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全国医療情報プラットフォーム
オンライン資格確認等システム

処方・調剤情報

薬剤情報
（レセプト）

診療情報
（レセプト）

特定健診情報

同意情報

資格情報 【医療（公費負担医療含）、介護、予防接種など】

各種データ基盤
マイナポータル

（本人がデータ確認）
• 自身の保健医療介護情報
• 医療文書発行情報 等
（行政手続きの電子化）
• ワンストップサービス

医療機関等
（医療従事者がデータ閲覧）
• 患者の診療情報
• 患者の健診情報 等
（施設間で文書交換）
• 電子処方箋
• 診療情報提供書 等

自治体

（自治体職員がデータ閲覧）
• 感染者情報
• 認定情報 等
（文書を確認）
• 主治医意見書
• 診断書 等

介護事業者等

（介護職員がデータ閲覧）
• 利用者のADL 等
（施設間での文書交換）
• ケアプランデータ 等

医療機関等 自治体医療保険者

薬剤情報健診情報 処方箋情報カルテ情報 予防接種情報
介護被保
険者情報

医療サービスの質、医療案
安全の向上
医療機関等間での医療文
書交換の効率化 等

自治体業務の効率化
自治体手続きの簡素化によ
る住民サービス向上 等

介護サービスの質の向上
介護事業所間等での文書
交換の効率化 等

国民の行動変容・健康増進

文書の受領・申請手続き等の
簡素化 等

診療情報提供書
退院時サマリ

医療被保
険者情報

感染症関連

発生届

予防接種情報 介護情報
接種記録

ケアプラン

難病等関連
認定情報発生届

請求情報

診療報酬改定DX
共通算定モジュール

支払基金・中央会

（医療従事者等がデータ管理）
• 報酬改定対応の負荷軽減
• 負担金計算の適正化 等
（審査支払機関への請求）
• 診療報酬計算の適正化
• レセプト情報の適正化 等

医療サービスの質、事務負担
の軽減
審査支払機関へのレセプト
情報の適正化 等

介護事業者等

ADL等 ケアプラン認定情報 介護情報
(レセプト)

認定情報

介護情報
（レセプト）

ADL等

国民の行動変容・健康増進
事業開発・研究利用 等

PHR事業者

（本人がデータ取得・確認）
• 本人のライフログデータとの連携
（食事、睡眠、歩数 等）

（医療機関や日常での利用）
• 患者の生活習慣の把握、日常で
の予防・健康づくり等

緊急時を除き本人
同意前提で閲覧可

予診情報

研究開発等にも利用

自治体検診
情報

検診情報

カルテ情報

検診情報

（必要に応じ、情報を連結して提供）

情
報
を
作
成

情
報
を
収
集

情
報
を
利
活
用

全国医療情報プラットフォーム（将来像）
第 １ 回 「 医 療 DX 令 和 ビ ジ ョ ン
2030」厚生労働省推進チーム（令和
４年９月22日）資料１(一部改）

「経済財政運営と改革の基本方針2022」にて、介護も含めた「全国医療情報プラットフォーム」構築を進めること
とされている。介護情報の利活用にあたっては、当該プラットフォームも念頭に検討する必要がある。
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情報の種類 情報の内容

要介護認定情報 等
被保険者番号、保険者番号、要介護認定等に係る認定情報（一次判定結果、二次判定結
果）、負担割合や住所地特例に係る情報、認定調査項目 等

請求・給付情報 介護保険サービスの報酬を請求する際の介護給付費請求情報

ＬＩＦＥで収集している情報
介護報酬のＬＩＦＥ関連加算の様式に規定されている利用者の状態や介護事業所で行って
いるケアの計画・内容

診療情報提供書・入退院情報 診断名、既往歴及び家族歴、現在の処方 等

主治医意見書 診断名、日常生活自立度、現在あるかまたは今後発生の高い状態とその対処療法 等

訪問看護指示書・報告書 病状・治療状態、処置の有無、看護の内容 等

ケアプラン
居宅サービス計画書、週間サービス計画表、サービス担当者会議の要点、居宅介護支援経
過、サービス利用票および別表 等

提供したケアに関する記録
介護事業所において日々記録されている利用者の情報（提供したサービスの記録、食事・
排泄の状況、バイタル、生活状況 等）

介護保険制度における利用者に関する主な介護情報

令和3年度厚生労働省老人保健健康増進等事業 自身の介護情報を個人・介護事業所等で閲覧できる仕組みについての調査研究事業報告書（三菱総合研究所）を
元に厚生労働省作成

利用者に関する主な介護情報は以下のようなものがある。
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第１回健康・医療・介護情報利活用検討
会 介護情報利活用ワーキンググループ
（令和４年９月12日）資料２(一部改）



医療分野における共有対象として選ばれた３文書６情報について

4

○ 例えば医療分野においては、標準化された電子カルテを用いて、医療機関間にて共有される情報として、
３文書６情報（診療情報提供書、退院時サマリー、健診結果報告書、傷病名、アレルギー情報、感染症情
報、薬剤禁忌情報、検査情報、処方情報）が選定されている。

厚生労働省. 第８回 健康・医療・介護情報利活用検討会（令和４年３月４日）資料２から一部改変



加算の種類
科学的介護
推進加算
（Ⅰ）（Ⅱ）

個別機能
訓練加算
（Ⅱ）

ＡＤＬ維持等
加算

（Ⅰ）（Ⅱ）

リハビリテーション
マネジメント

計画書情報加算

リハビリテーション
マネジメント加算
（Ａ）ロ（B）ロ

理学療法、
作業療法及び
言語聴覚療法
に係る加算

褥瘡マネジメント
加算

（Ⅰ）（Ⅱ）

褥瘡対策
指導管理
（Ⅱ）

排せつ支援
加算

(Ⅰ)（Ⅱ）（Ⅲ）

自立支援
促進加算

かかりつけ医
連携薬剤調整

加算

薬剤管理
指導

栄養マネジメント
強化加算

栄養アセスメント
加算

口腔衛生
管理加算
（Ⅱ）

収集している情報

ADL
栄養の状況
認知症の状況
既往歴
処方薬 等

機能訓練の
目標

プログラムの
内容 等

ADL
ADL、IADL、心身の機能、
リハビリテーションの目標 等

褥瘡の危険因子
褥瘡の状態 等

排尿・排便の
状況

おむつ使用の
状況 等

ADL
支援実績

等

薬剤変更情報
等

身長、体重、低栄養リスク、
食事摂取量、必要栄養量

等

口腔の状態
ケアの目標
ケアの記録

等

介護老人福祉施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
地域密着型介護老人福祉施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
介護老人保健施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
介護医療院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
通所介護 ○ ○ ○ ○ ○
地域密着型通所介護 ○ ○ ○ ○ ○
認知症対応型通所介護（予防含む） ○ ○ ○（予防を除く） ○ ○
特定施設入居者生活介護（予防含む） ○ ○ ○（予防を除く）

地域密着型特定施設入居者生活介護 ○ ○ ○

認知症対応型共同生活介護（予防を含む） ○

小規模多機能型居宅介護（予防含む） ○
看護小規模多機能型居宅介護 ○ 〇 〇 ○ ○
通所リハビリテーション（予防含む） ○ ○（予防を除く） ○ ○
訪問リハビリテーション ○（予防を除く）

科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）

〇 介護施設・事業所が、介護サービス利用者の状態や、行っているケアの計画・内容などを一定の様式で提出
することで、入力内容が集計・分析され、当該施設や利用者にフィードバックされる情報システム。介護施設・事
業所では、提供されたフィードバックを活用し、PDCAサイクルを回すことで、介護の質向上を目指す。

〇 令和３年度介護報酬改定において、一部の加算について、ＬＩＦＥへのデータ提供等を要件とした。

• LIFEにより収集・蓄積したデータは、フィードバック情報としての活用に加えて、施
策の効果や課題等の把握、見直しのための分析にも活用される。

• LIFEにデータが蓄積し、分析が進むことにより、エビデンスに基づいた質の高い介
護の実施につながる。

LIFEにより収集・蓄積したデータの活用

（ 参 考 ） L I F Eへ の デ ー タ の 提 出 を 要 件 と し て い る 項 目 と 収 集 し て い る 情 報 、 対 象 と な る サ ー ビ ス

第１回健康・医療・介護情報利活用検
討会 介護情報利活用ワーキンググルー
プ（令和４年９月12日）参考資料3
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規格化されたデータを扱うLIFE
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介護ソフトA
（Aアセスメント様式対応）

介護ソフトC
（Cアセスメント様式対応）

介護ソフトB
（ Bアセスメント様式対応）

利用されている介護ソフトの種類に関わらず、LIFEの入力ルールに従って変換するツールを各ソフト
が持ち、 LIFEで収集するデータは規格化された様式で国に提出されている。

規格が多様 規格化された情報

ＬＩＦＥ

LIFEの入力ルールに

従った対応ツール



参考）科学的介護情報（LIFE）関連加算と対応する様式

科学的介護情報（LIFE）関連加算においては、対応する様式に従った情報の入力が必要とされている。

7
（厚生労働省. ケアの質向上に向けた科学的介護情報システム（LIFE)利活用の手引きVer.2022.6.24から一部改）



- 利用者自身が介護情報を閲覧することにより、利用者自身が自分の状態を知り、自立支援・重度

化防止の取組に繋がる

- 介護事業者等が介護情報を共有することにより、適切に利用者の状態や経過を把握して、ケアを

提供することができるようになる

- 市区町村が住民の介護情報を得ることにより、地域の実情に応じて、きめ細やかに介護保険事業

を運営でき、支援を要する人への対応が可能となる

論点
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○ 本ＷＧでは、利用者本人の閲覧、事業所間及び市区町村が共有することが特に有用であり、か
つ可能であると考えられる情報について、優先的に共有すべき情報について検討してはどうか。

○ 医療においては、既に定型化され、関係者間で共有されている３文書６情報が、まずは共有す
べき情報とされたことも参考にすると、介護情報において、事業者間等で共有すべき情報、利
用者自身が閲覧可能な情報としては、どのようなものが考えられるか。

○ 介護情報の性質が様々であることを踏まえ、2025年を目処に実現する可能性を考慮すると、全
国医療情報プラットフォームを用いて、閲覧・共有する情報の選定にあたっては、まずは、記
録方法や様式が一定程度標準化された情報や文書を念頭に検討してはどうか。

論点

目指すべき姿（案）と方向性



対応方針（案）
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○ 介護情報のうち、全国医療情報プラットフォームを用いて共有することを目指す情報
は、当面の間、以下のいずれの要件も満たすものとしてはどうか。

①本人が閲覧したり、介護事業所間、市区町村等で共有することが有用と

考えられる情報

・利用者の自立支援・重度化防止に向けて、本人や専門職等が共有することが
有用な情報

・地域の実情に応じた介護保険事業の運営に有用な情報

②記録方法や様式がすでに一定程度、標準化されている情報

○ 上記の要件を満たすものとしては、具体的には以下の項目などが実現性のあるものと
して考えられるのではないか。

・要介護認定情報

・請求・給付情報

・LIFEで収集している情報

・ケアプラン

○ これらの情報には、それぞれ様々な様式や内容が含まれるため、①閲覧・共有する具
体的な情報の範囲及び②必要な標準化方策については、個別に検討が必要。



（参考）要介護認定情報等に含まれている主な情報
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情報の種類 文書例
要介護・要支
援認定区分

利用サービス 診断名 障害高齢者の日
常生活自立度

認知症高齢者の
日常生活自立度

要介護認定情報 介護保険資格者証 ● ● ●

請求・給付情報 介護給付費請求書 ● ●

ＬＩＦＥで収集している情報 （加算別の帳票） ● ● ● ●

ケアプラン 介護予防サービス・支援計画 ● ● ●

居宅介護サービス計画書 ● ● ●

● 含まれる情報（ただし文書種別によって、含まれないものも有り）

○ 要介護認定情報等には、主には以下の情報が含まれている。


